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（単位：千円）

資     産     の     部 負     債     の     部

流  動  資  産 11,831,456      流  動  負  債 3,135,510         

現 金 及 び 預 金 10,094        1,456,011      

受 取 手 形 158,072       103,962        

完 成 工 事 未 収 入 金 2,680,249     -              

売 掛 金 559,916       381,727        

リ ー ス 投 資 資 産 4,733,243     601            

リ ー ス 債 権 299,756       442,310        

未 収 入 金 33,559        208,521        

未 成 工 事 支 出 金 997,633       -              

材 料 貯 蔵 品 8,826         532,466        

短 期 貸 付 金 2,318,998     -              

そ の 他 流 動 資 産 31,107        9,900          

8              

固  定  資  産 944,696          固　定  負  債 4,887,642         

有形固定資産 67,536            4,325,187      

建 物 46,652        -              

機 械 装 置 482           562,455        

工 具 器 具 備 品 20,401        負   債   合   計 8,023,153         

純   資 　産   の   部

無形固定資産 15,669            株　主　資　本 4,733,604         

電 話 加 入 権 360           　資    本    金 100,000            

ソ フ ト ウ ェ ア 14,627        　利　益　剰　余　金 4,633,604         

特 許 権 681           25,000         

投資その他の資産 861,490          4,608,604      

投 資 有 価 証 券 376,851       特 別 積 立 金 1,941,000      

関 係 会 社 株 式 153,000       繰越利益剰 余金 2,667,604      

従 業 員 貸 付 金 1,882         ( 当 期 純 利 益 )

繰 延 税 金 資 産 325,114       評価・換算差額等 19,394             

そ の 他 投 資 4,643         　その他有価証券評価差額金 19,394             

純 資 産 合 計 4,752,999         

資   産   合   計 12,776,152      負 債・純 資 産 合 計 12,776,152        

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

未 成 工 事 受 入 金

完成工事補償引当金

リ ー ス 債 務

そ の 他 流 動 負 債

(708,235） 

貸   借   対   照   表
［2023年3月31日現在］

工 事 未 払 金

買 掛 金

利 益 準 備 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

割 賦 債 務

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

そ の 他 利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

工 事 損 失 引 当 金

割 賦 債 務
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券の評価は、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券

　　のうち、時価のあるものについては決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

　　は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)、時価のないも

    のについては移動平均法による原価法によっている。

　②　たな卸資産の評価は、主として個別法による原価法(貸借対照表価額については収益

　　性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

　②　無形固定資産の減価償却は、定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアに

　　ついては、社内における利用可能期間に基づく定額法を採用している。

（３）引当金の計上基準

      貸倒引当金・・・・・・・期末現在に有する金銭債権の貸倒れによる損失に備えるた

　　　　　　　　　　　　　　　め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

　　　　　　　　　　　　　　　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

　　　　　　　　　　　　　　　不能見込額を計上している。

　　　退職給付引当金・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付

　　　　　　　　　　　　　　　債務に基づき計上している。

　　　工事損失引当金・・・・・期末の未引渡工事のうち、大幅な損失が発生すると見込ま

　　　　　　　　　　　　　　　れる工事について当該損失を合理的に見積り計上している。

      完成工事補償引当金・・・完成工事に係る補償費用に備えるため、当期の完成工事に

　　　　　　　　　　　　　　　対する補償発生見込み額を計上している。

（４）収益及び費用の計上基準

　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　　当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行

　　基準を適用し、その他の工事契約については工事完成基準を適用しております。なお、

　　工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法によって

　　おります。

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

    構築物については、定額法を採用している。

個　別　注　記　表

2022年４月１日から

2023年３月31日まで

　①　有形固定資産の減価償却は、定率法によっている。ただし、1998年4月1日以降に取得

    した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び
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２．その他の注記

（１）グループ通算制度の適用

　  当社は、当事業年度中にグループ通算制度の承認申請を行い、翌事業年度からグループ通算

　  制度が適用されることとなったため、当事業年度から「グループ通算制度を適用する場合の

　  会計処理及び開示に関する取扱い」（企業会計基準委員会 実務対応報告第42号 2021年８月

　  12日）に基づき、グループ通算制度の適用を前提とした会計処理を行っている。

（２）その他

　  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

以　上
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